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　今日の労働市場制度改革は社会保障制度改革と不可分であり、両者の関連づ
けをテーマとする研究は、ワークフェア、アクティベーション、フレキシキュ
リティ、社会的排除・包摂などをキーワードとして国際比較を活性化させてい
る。労働市場制度と社会保障制度とを関連づける枠組みを構築しつつ制度設計
に寄与しようとする研究を総じて〈労働 ⊖ 福祉ネクサス〉論とよぶならば、次
の 4 つの研究動向が注目に値しよう。（1）フレキシキュリティ論、（2）移動的
労働市場論、（3）社会的排除・包摂論、（4）〈福祉 ⊖ 生産レジーム〉論。ここでは、
とくにヨーロッパで進展の著しい研究動向をサーベイし、〈労働 ⊖ 福祉ネクサ
ス〉を捉えるための視座と枠組みについて考える。
1 ．フレキシキュリティ論
　フレキシキュリティは今日のヨーロッパ社会政策のキー概念である。「柔軟
性（ﬂexibility）」と「保障性（security）」を結びつけた ﬂexicurity という造
語は、1990 年代後半のオランダで、「労働者派遣法」（1998 年施行）と「柔軟
性・保障法」（1999 年施行）を準備するなかで初めて用いられたとされる。そ
れは、派遣労働などの柔軟な雇用形態を促進しつつ、非典型労働者の不安定な
労働条件と社会保障を典型的労働者のそれに近づけることを企図していた。一
方、それはデンマークにあっては、解雇規制の緩和、手厚い失業給付、積極的
労働市場政策（職業教育・訓練）という 3 要素からなる「黄金の三角形」と
してモデル化される。こうしたオランダやデンマークの経験は「ヨーロッパ社
会モデル」を模索する欧州委員会の注目するところとなり、2007 年、同委員
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会は加盟国政府が自国の社会政策の指針とするよう、労働市場の柔軟性と所得・
雇用の保障性とを連結する「フレキシキュリティ共通原則」を採択した1。だが、
柔軟性と保障性の関係は、利害の対立する社会的パートナー間の「社会的妥協」
という面をもち、その関係のありようは各国の労使関係構造や社会保障制度に
規定されて多様な様相を呈している。
　若森章孝の最近著2 は、ヨーロッパの論点を整序したギュンター・シュミッ
ト3 に依拠しつつ、柔軟性と保障性のマトリックスを明示してフレキシキュ
リティの多様性を捉える分析枠組みを提示している。議論のポイントの 1 つ
は、職の保障 （job security）は得られなくとも、有効な移動措置が講じられ
れば雇用は保障されうる（employment security）、あるいは、柔軟性は企業
外への雇用量調整（失業）のみで考えるのではなく、企業内の数量調整（労働
時間調整）や機能調整（労働編成）でも考える必要がある、といった論点であ
る。そこでは、柔軟性と保障性の多次元性とその組み合わせが丹念に議論され
ている。一方で、柔軟性は、企業の内外での数量・機能調整を基準に、外的数
量的（雇用量調整）・内的数量的（労働時間調整）・内的機能的（技能形成と労
働編成、名目賃金調整）・外的機能的（off-JT や外部委託、実質賃金調整）な
柔軟性の 4 つに大別される。他方で、保障性も、（同一企業内の）同職保障、（積
極的雇用政策による職移動を通じた）雇用保障、所得保障（失業給付や生活給
付）、選択保障（ワークライフ・バランス等の保障）の 4 つに大別される。そ
のうえで、各要因の組み合わせいかんでフレキシキュリティの内容が多様であ
ることが示される。欧州委員会のように両者の関係に相互促進性だけをみるの
ではなく、トレードオフや対抗の関係にも着眼してフレキシキュリティを捉え
1 福原宏幸・中村健吾編（2012）『21 世紀のヨーロッパ福祉レジーム――アクティベー
ション改革の多様性と日本』（糺の森書房）の第 1 章「EU の雇用政策と社会的包摂
政策」を参照。
2 若森章孝（2013）『新自由主義・国家・フレキシキュリティの最前線――グローバ
ル化時代の政治経済学』（晃洋書房）。本書の独自性については筆者の書評（関西大
学『経済論集』第 63 巻第 3-4 号、2014 年 3 月）を参照。
3 Schmid, G. （2008）, Full Employment in Europe: Managing Labour Market 
Transitions and Risks, Edward Elgar.
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るべきだと若森は力説する。フレキシキュリティは各国の事情に応じて多様な
のであり、それゆえ「黄金の三角形」というデンマーク・モデルは、そのまま
移植可能ではなく普遍性と特殊性を 2 つながらもつと主張されている4。
　若森の著作はまた、ドイツとデンマークの経済危機下の労働市場パフォーマ
ンスを対比し、フレキシキュリティのドイツ・モデルの相対的優位を主張して
いる。同書の白眉をなす第 10 章「欧州経済危機とフレキシキュリティ――デ
ンマーク・モデルのストレステスト」は、2008 年の欧州経済危機がフレキシ
キュリティの北欧型と大陸欧州型へ異なる影響を及ぼしたことを比較し、職
の保障と内的数量的柔軟性（労働時間の調整）を連携させるドイツ・モデルの
ほうがデンマーク・モデルに比して労働市場成果が良好であり、強い雇用保護
制度は――単独ではなく――労働時間貯蓄制度など内的数量的柔軟性と組み合
わされるならば、雇用と技能の維持により有効であると論じている。一方では、
デンマーク・モデルにも 2 つの補完性の所在が確認され、いわゆる「黄金の
三角形」の補完性のみならず、セクター、地方、企業レベルにおける「分権化
された団体交渉」によって調整されるもうひとつの補完性、すなわち、内的数
量的柔軟性、機能的柔軟性、賃金柔軟性と同職保障、雇用保障、所得保障、選
択保障との補完性の存在が注目されている。他方では、ドイツの労働時間貯蓄
制度に着目しながら、厳格な雇用保護がそれ自体として問題であるというより
は、それが内的数量的調整（労働時間調整等）と組み合わされるならば職保障
とも両立できるのであり、むしろドイツ・モデルのほうが雇用維持と技能形成
にとってより有効であることが、説得的に論じられている。
2 ．移動的労働市場論
　若森前掲書の第 11 章「移動的労働市場と選択可能な社会への道」は、シュ
ミットによる「完全雇用」の再定義（「すべての人に男女同等に、ライフコー
スでの特定の状況や欲求に応じて変化する雇用機会を提供すること」）に依拠
4 若森前掲書、第 9 章「フレキシキュリティの多様性とデンマーク・モデル」。
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しながら、「移動的労働市場 （transitional labour markets）」アプローチを
紹介・検討している。そこでは、①教育・訓練と雇用の間、②労働市場内部で
の雇用転換、③無償の家庭内労働と有給の労働の間、④雇用と失業の間、⑤雇
用と障碍・退職の間を、―― 一方向的でなく――双方向的に移動できる制度
的条件づくりが論じられる。
　シュミットは、リスクはライフコース中の画期をなす移動にしたがって分
類されるべきだと考える。すなわち、社会的保護と雇用政策の相互に支え合
うシステムは、5 つの主要なタイプのリスクに備える制度的対応を見出さね
ばならないとされる。①教育・訓練と雇用の間の移行時の所得能力 （income 
capacity）の形成。②さまざまな雇用関係間（とくにパートタイムとフルタイ
ムの間、従属的雇用と自営の間など）の移動時の所得保障 （income security）。
③所得能力が（とくに育児など）社会的責務のゆえに限定されるライフコー
ス中の所得支援（income support）。④雇用と失業の移転期間中の所得維持
（income maintenance）。⑤障碍や退職により能力が減じたり所得がゼロに
なった際の所得代替 （income replacement）。このように、諸種の所得補償を
伴った「保護された移動」が論じられている。
　移動的労働市場論は、「所得移転による事後的な再分配 ex post redistribution 
through transfers」ではなく、「流動性の事前的な促進 ex ante promotion of 
mobility」を力説する。それは、「社会のために有益な外部性をもって、より
多くのリスクを受容するように人びとを促すことにより、社会政策というもの
を結合したリスク管理 joint risk management に転換する」。その際、「リス
ク管理の目的は、リスクの最小化にあるのではなく、異時点間、世代間、地
域間の連帯の新たな形態を設けることを通じて、リスクテイクを受容可能に
すること make risk taking acceptable through the provision of new forms of 
intertemporal, intergenerational and interregional forms of solidarity にあ
る」5。シュミットはこれこそ “フレキシキュリティ” だという。「より多くの
柔軟性は――より少なくではなく――より多くの保障性を必要とする」からで
ある。
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　むろん、より多くの柔軟性の力説は、社会的排除のリスクを無視するといっ
てしばしば批判される。それゆえ、「持続可能な柔軟性の基準、および平等性
と効率性のトレードオフを管理する基準」を明示的に定式化することが必要
である。シュミットは、「ʻよき移動ʼ を支え ʻ悪しき移動ʼ を防ぐために制度
的配置が充たすべき 4 つの基準」について論じている。「個人的自由（自律）
freedom or autonomy」「連帯 solidarity」「有効性 effectiveness」「効率性
efﬁciency」がそれである6。個人的自由は、人びとに権能を賦与し、移転への
権原のみならず雇用決定への参加権原もあたえるが、代わりに労働者は、より
多くのリスクと義務を負う。連帯は、リスクの分かち合いの普遍化と包摂性を
通じて促進されねばならない。そこで生じうる逆選択問題には、雇用リスクの
低い高所得グループの包摂を通じたある種の「事前的再分配」が必要だとされ
る。有効性とは、地域の私的・公的当事者間のパートナーシップとネットワー
ク化を通じて利害の調整と協同が可能になっているという基準である。最後に、
効率性は、分権化や目標管理を通じた管理、モニタリング、評価、自己制御の
ような管理手法の労働市場政策への応用を通じて高められねばならない。
　シュミットの「移動的労働市場」論は、積極的労働市場政策の革新としての
意味をもち、これまでの欧州雇用戦略に欠けていた論点を浮き彫りにする。そ
こでは、従来のフレキシキュリティ論に欠落していた、ライフコースを通して
柔軟性と保障性を確保する架橋的措置が提案されている。すなわち、失業から
雇用への移動にのみ重点をおいた「仕事を割に合うものにする （making work 
pay）」アクティベーション政策を、諸個人のライフコースを通じた「諸移動
を割に合うものにする （making transitions pay）」政策へと転換することが
提起されている。この立論は、雇用、教育・訓練、家庭（育児・介護）、失業、
障碍・退職という 5 つの領域の間の――労働市場を中軸にした――移動の制
5 Schmid, G. （2002） “Transitional labour markets and the European social 
model: towards a new employment compact” , in Schmid, G. and B. Gazier （eds.）, 
The Dynamics of Full Employment: Social Integration through Transitional 
Labour Markets, Edward Elgar, p.394.
6 Schmid （2002）, ibid., pp.398-424.
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度化（諸種の所得補償を伴う「保護された移動」）によって達成されるべき到
達目標としてフレキシキュリティを捉え、柔軟性と保障性の多次元の補完的関
係をうみだす労働市場制度改革を提案するのである。
3 ．社会的排除・包摂論
　シティズンシップを構成する基本権の侵害（所得・雇用の喪失、関係・承認
の剥奪）を「社会的排除 social exclusion」として捉え、こうした社会的基本
権の復権（「社会的包摂 social inclusion」）を主張する見解を「社会的シティ
ズンシップ」論とよべば、そうした視角から「社会的排除・包摂」を論ずる研
究の進展は著しい7。「社会的包摂」とは、排除された人びとの単なる保護では
なく、その経済的自立と社会参加を実現していくことこそ重要だという考え方
である。たとえば、福原宏幸と中村健吾は、「アクティベーション政策と社会
的包摂政策を結合した包括的な政策アプローチ」として「積極的な社会的包摂
active social inclusion」論を提起している8。それは次の 3 つの要素の結合か
らなる。①雇用機会または職業訓練による労働市場へのつながりの確保（就労
アクティベーション政策）、②人びとが尊厳ある生活を送るのに十分な水準の
所得補助（最低限所得保障）、③各種の障壁の除去と雇用への再参入を支援す
るサービス（社会的な支援措置）。ここでは、こうした「トライアングル・ア
プローチとしての積極的包摂」が力説されている。このアプローチは次のよう
にも説明される。「社会的排除／包摂というアプローチは、失業による経済的
貧困、あるいはそれとは逆に就労による所得保障や社会参加という次元を超え
7 たとえば次を参照。Armstrong, K.A. （2010）, Governing Social Inclusion: Europea­
nization through Policy Coordination, Oxford University Press. なお、社会的シティ
ズンシップを論ずるばあい「同化と排除のない社会統合」が主題化されるべきだが、
ここでは社会経済的な問題に焦点を絞る。文化的位相を論ずる「同化なき社会統合」
をめぐる政治力学については、たとえば、日本政治学会編 （2007）『排除と包摂の政
治学』（年報政治学 2007- Ⅱ、木鐸社）を参照。両者の関連を論じた比較政治史研究
の一範例として、水島治郎（2012）『反転する福祉国家――オランダモデルの光と影』
（岩波書店）がある。
8 福原・中村前掲書、16-22 頁。
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る、剥奪または社会参加の多次元的な
0 0 0 0 0
性質を浮き彫りにしようとするものであ
り〔バラ／ラペール 20059〕、……社会的包摂は、『労働者』としての能力とそ
れにともなう地位に限定されない、『市民』としての生活の質を問題にする」（福
原・中村前掲書、p.viii、力点原著者）。（それはまた、「就労アクティベーショ
ン」パラダイムから、「社会的シティズンシップのパラダイム」および「再分
配パラダイム」へのシフトとも捉えられている。）
　宮本太郎も同様の問題を、「社会的包摂」の制度設計としてより構築的に論
じている10。宮本は社会的包摂の方法をワークフェア、アクティベーション、
ベーシックインカムという 3 つの戦略に大別するが、とくに失業と雇用の関
係に焦点をあて、社会的包摂の4つの分岐点について議論する。① 脱商品化（公
的扶助や失業手当などの生活給付）の水準、② 就労支援のサービス（職業紹介・
訓練や育児・ケア）、③ 補完型所得保障（勤労所得を社会的給付に代える代替
0 0
型
0
所得保障ではなく、低賃金で不安定な雇用労働者への補完型
0 0 0
所得補助。給付
付き税額控除、各種の社会的手当など）、④（中間的就労を含む）雇用機会の提供。
　宮本は、社会的包摂という政策課題の実現に福祉レジーム論がどのような
展望をもたらすかを、（脱商品化と脱家族化の弱い）日本に即して論じている。
一見すると、福祉レジーム論のこれまでの基本指標であった脱商品化と脱家族
9 Bhalla, A. S. and F.Lapeyre （eds.） （1999）, Poverty and Exclusion in a Global 
World, Revised Edition, 2004, Palgrave Macmillan.（福原宏幸・中村健吾監訳『グ
ローバル化と社会的排除』昭和堂、2005 年）は、「社会的排除」を政治的・経済的・
社会的シティズンシップの剥奪として多次元的に捉えている。同書では、貧困を所
得の欠乏としてでなく、「ケイパビリティの剥奪 capability deprivation」としてみる
A. センの視点が活かされている。Sen, A. （1999）, Development as Freedom, Oxford 
University Press, ch.4（石塚雅彦訳『自由と経済開発』日本経済新聞出版社、2000 年）
第 4 章。
10 宮本太郎（2013）『社会的包摂の政治学――自立と承認をめぐる政治対抗』（ミネ
ルヴァ書房）、8-18 頁。以下にいう「脱商品化」とは、「市民が、自由に、かつ雇用、
所得、福利を失う怖れなく、必要なときに仕事から離れることができる」ことである。
この概念の提唱者、G. エスピン ⊖ アンデルセンは、当初この指標に、教育・訓練の
契機を含めておらず、後に、それを包含する「脱商品化への多元的アプローチ」を
提案する。社会的な流動性と多様なライフチャンスを拓くために脱商品化を社会的
包摂と連携させて捉えることが重要である点については、宮本同書の第 4 章「福祉
レジームと社会的包摂」を参照。
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化は、雇用や家族のゆらぎと社会的包摂戦略の浮上によってその意義を失うか
にみえる。しかしながら、脱商品化という基本指標は、社会的包摂が、劣化す
る労働市場への単なる動員（非正規雇用の拡大など）になってしまうことを回
避するための条件を考えるうえで、依然として（あるいはますます）有効だと
論じられる。これは、脱家族化指標にもあてはまる。脱家族化を支える保育や
介護のサービスが不十分なままで女性の就労が促進されれば、家事、育児、就
労の過剰な負担で女性が押しつぶされかねないだろう。就労アクティベーショ
ンが劣化する労働市場への単なる動員にならないための制度的条件として、脱
商品化と脱家族化の充実が欠かせないことが力説されている。
　宮本はまた、就労規範を強めること（労働市場への復帰）に限定されない社
会的包摂の議論として、「完全雇用 full employment 社会」か「全面活動 full 
engagement 社会」かという基本論点も提起している11。この区別は、福原・
中村のいう「就労アクティベーション」と「社会的アクティベーション」との
区分という議論と――微妙な差異を示しつつも――大きくは重なるといってよ
い。
　さらに、新川敏光12 は、脱商品化と脱家族化を二重の指標として福祉レジー
ムを理念型化し、脱商品化と脱家族化がともに高い社会民主主義、脱商品化は
高いが脱家族化は低い保守主義、脱商品化が低く脱家族化は高い自由主義、脱
商品化と脱家族化がともに低い家族主義という 4 つの理念型を提案しつつ、「家
族主義」に属する日本の福祉レジームの比較特性と変容について論じている。
　新川はそのさい、エスピン ⊖ アンデルセンの “福祉トライアングル論” に代
えて “福祉ダイヤモンド論” を提起しているが、次の指摘は重要である。初期
のエスピン ⊖ アンデルセンは、脱商品化指標と階層化指標を基準にして福祉国
家を自由主義・保守主義・社会民主主義の 3 パターンに分類したが、そこに
11 宮本前掲書、59-63 頁。
12 新川敏光編著（2011）『福祉レジームの収斂と分岐――脱商品化と脱家族化の多様
性』（ミネルヴァ書房）、「序章 福祉国家変容の比較枠組」および「終章 日本型家族
主義変容の政治学」。
77
千葉大学　公共研究　第 10 巻第１号（2014 年３月）
はジェンダー視点が欠如しており、後に彼は脱家族化指標を組み込み、福祉サー
ビスの供給が「市場／国家／家族」に配分されるありようを論じた。だが、高
齢化のなかで女性が労働力化（脱家族化）し、家族の福祉機能が衰退していく
傾向を、福祉トライアングル論で捉えようとすれば、家族福祉が担ってきた機
能は、国家と市場のいずれか（あるいはその双方）によって代替されるほかな
い。そして今日の福祉レジーム再編の動きが国家福祉の限界からきているとす
れば、市場福祉の拡大のほかに道はないかにみえる。しかしながら、脱商品化
と脱家族化を二重の準拠枠とする比較福祉レジーム論からすれば、「国家、市場、
家族に共同体を加えた福祉ダイヤモンド」論が主張されるべきだと新川はいう。
この観点にたてば、もうひとつの可能性として、“共同体”（伝統的な地域共同
体から非営利的な市民活動までを含む「福祉共同体」）が浮かび上がるのであ
る（同書、10-12 頁）。この福祉ダイヤモンド論での「福祉共同体」（とくに非
営利的な市民活動）は、宮本のいう「全面活動社会」と共通の性格をもち、「新
しい公共」を形成する。
4 ．〈福祉 ⊖ 生産レジーム〉論
 　エスピン ⊖ アンデルセンらの比較福祉レジーム論が、労働運動など権力資
源の動員をベースにして福祉国家や社会政策を「市場に反する政治 politics 
against markets」と捉えたのに対して、D. ソスキスやＴ . アイヴァーセンら
の政治学者は、ビジネス団体のコーディネーション力や労働者の技能形成を重
視し、福祉国家や社会政策を「市場を伴う政治 politics with markets」とみ
なす議論を展開してきた。〈資本主義の多様性〉アプローチとよばれる後者は、
従来の比較資本主義論において相互に独立した研究潮流をなしてきた生産レ
ジーム論と福祉レジーム論とを連携させようとする志向をともなっている。し
たがって、こうした研究動向の対抗性には、パワー（権力）とその分配、ない
し社会的コンフリクトとその妥協をベースにした社会形成論と、アクターの合
理的選択、戦略的相互作用をベースにした社会形成論との対比、という構図が
孕まれている。
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　たとえば、アイヴァーセンらのいう福祉国家の再解釈13 には、企業の製品市
場戦略、技能形成、社会的保護、選挙政治といった異なる制度領域を包括的に
捉えようとする方向が示されており、理論化志向の強さとあいまってその問題
構成の潜勢力は相当に大きい。そこには、再分配と保険との関連づけの再解釈
をベースにして、雇用保険や失業補償といった社会的保護が特有な技能の形成
に寄与するという考え方が提示され、福祉国家は再分配を求める社会運動の所
産であると同時に「比較優位の源泉」をもなすという認識が示されている。ア
イヴァーセンによれば、エスピン ⊖ アンデルセンらの権力資源アプローチは、
人びとの社会的保護への要求における保険動機の重要性を無視するとされる。
権力資源アプローチでは、「高い不平等度をもつ民主主義国が、なぜに低い不
平等度をもつ民主主義国よりも再分配的でないかというパズル」が解けないと
いう。こうしてアイヴァーセンは、「保険と再分配の交錯」を解明し、社会政
策選好の理論（「福祉国家の資産理論」とよばれる）を提示することによって、
このパズルを解こうとする。アイヴァーセンは労働者の技能の差異（一般的技
能か特殊的技能か）に着目する。切替え可能な資産（一般的技能）なのかサン
クコストを伴う資産（特殊的技能）なのかによって資産（技能）保有者にリス
クの差が生じ、後者のほうが資産の切換えが不可能でサンクコストをより多く
抱えるぶん保険動機を強くもつ。こうしてアイヴァーセンは、人びとの社会的
保護への選好が、人的資本という資産の水準（所得）と構成（技能特有性）に
依存するものとして説明され、人的資産の関数として社会的保護への選好が生
じる点をモデル化している14。
　エステベス ⊖ アベらの「社会的保護と技能形成――福祉国家の再解釈」15 は、
社会的保護の形態が技能形成のタイプとどのように関連するかを論じている。
議論のポイントは、企業の製品市場選択は、それが必要とする技能の利用可能
13 Iversen, T. （2005）, Capitalism, Democracy, and Welfare, Cambridge University 
Press. 安孫子誠男「〈労働 ⊖ 福祉ネクサス〉論の問題圏――福祉国家の再解釈をめぐっ
て」、安孫子誠男・水島治郎編『労働――公共性と労働 ⊖ 福祉ネクサス』（勁草書房、
2010 年）所収。
14 Iversen （2005）, ibid., ch. 3
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性に制約されており、また特定タイプの技能の利用可能性は、社会的保護の適
切な形態と水準を必要とするというものである。そこには、社会的保護の形態 
→ 技能形成のタイプ → 市場戦略の型という一定の制約関係が想定されており、
そうした適合関係が「福祉・生産レジーム」とよばれる。この議論には、製品
市場戦略と技能タイプの適合関係、ならびに技能タイプと社会的保護との適合
関係という 2 ステップの連関が含まれているが、エステベス ⊖ アベらの議論
の力点は後者にある。
　とくに社会的保護のうち雇用保護と失業補償（失業時の所得保障）が取り上
げられ、それらと資産特殊的技能または一般的技能との適合関係が論じられる。
主張のポイントは、一般的技能は切り替え可能な資産であるため、技術・市場
変動に耐えられるのに対して、特殊的技能のほうは労働者が投資するさい埋没
コストを抱えるため、そのリスクに対して雇用保護なり失業補償なりが必要
になるという点にある。エステベス ⊖ アベらは技能の理念型を企業特殊的技能、
産業特殊的技能、一般的技能の 3 つに分ける。一方では、一般的技能の形成
に関しては、労働者が埋没コストを抱えないため、雇用保護も失業補償もその
技能の形成には影響を及ぼさない。他方で、技能労働者への雇用保護は企業特
殊的技能への投資の必要条件をなすのと同じく、彼らに対する寛大な失業補償
は、労働者が――企業特殊的技能ならぬ――産業特殊的技能に投資するための
条件をなす、と論じられる。
　福祉 ⊖ 生産レジーム論の立論には、自らの技能に投資するさいの「合理的労
働者」の想定という方法的問題、社会的保護は労働者の技能選択（ひいては比
較優位）の制約条件
0 0 0 0
たりえてもその根拠
0 0
たりえないという疑問など、いくつか
現実説明力上の基本問題が指摘できるが、人的資本の水準と構成によって社会
15 Estevez-Abe, M., T.Iversen and D.Soskice （eds.） （2001）, “Social Protection and 
the Formation of Skills: A Reinterpretation of the Welfare State”, in Hall, P.A. 
and D. Soskice （eds.）, Varieties of Capitalism: The Institutional Foundations of 
Comparative Advantage, Oxford University Press.（藤田菜々子訳「社会的保護と
技能形成」、遠山弘徳ほか訳『資本主義の多様性――比較優位の制度的基礎』所収、
ナカニシヤ出版、2007 年）
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的保護の選好が形成されるという社会政策選好論は、アイヴァーセンの理論的
寄与であろう16。
結びにかえて
　労働市場制度と社会保障制度との関係を論ずるばあい、ライフコースの視点
から新しい社会的リスクの管理を論ずる移動的労働市場論はとくに重要である。
だが、リスク管理の目的は、リスクの最小化にあるのではない。それは、「異
時点間、世代間、地域間の連帯の新たな形態を設けることを通じて、リスクを
取ることを受け入れ可能にすることである」。これが移動的労働市場論の理念
であり、時間と空間を超えた「連帯の新たな形態」の制度設計こそがその現実
化の鍵をなす。そこには、諸個人が新しいリスクに挑戦するための社会的権利
（社会的シティズンシップ）が、フレキシキュリティの構成要素として取り入
れられるべきだという主張が内包されている。その意味では、移動的労働市場
論は、社会的包摂論と整合的・補完的である。その立論には、就労と福祉の連
携の強化、すなわち雇用保障を前提とする福祉国家の再編という次元をこえて、
諸個人のライフコースにおいてどれだけ社会的な流動性＝「保護された移動」
が得られるか、どれだけ多様なライフチャンスが拓かれているかが問われてお
り、したがって、諸個人の価値選択と生き方の幅（A. センのいうケイパビリ
ティ）の拡大という意味での自由（development as freedom）が実現される「選
択可能な社会」が展望されているのである。
 （あびこ・しげお）
16 〈福祉 ⊖ 生産レジーム〉論の内容と問題性については、前掲の安孫子論文を参照。
